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≪総合分析編≫ 

１． 金融商品の保有状況と投資に対する考え方 

（１） 回答者の特性 

●回答者（個人投資家）自身の年収は、｢300 万円未満」が 42.8％と最も高く、続いて

「300～500 万円未満」が 28.8％で、約 7 割強（71.6％）が「年収 500 万円未満」の

個人投資家である。さらに「500～700 万円未満」が 11.5％、｢700～1,000 万円未満」

が 9.1％となっており、全体の約 9 割強（92.2％）が「年収 1,000 万円未満」の個人

投資家である。 

●世帯年収は、｢300～500 万円未満」が 28.3％と最も高く、｢500～700 万円未満」が

19.6％、｢300 万円未満」が 8.7％となっており、半数以上（56.6％）が｢世帯年収 700

万円未満」の家庭である。さらに｢700～1,000 万円未満」が 21.7％となっており、全

体の約 7 割強（78.3％）が「世帯年収 1,000 万円未満」の家庭である。 

●現在保有している金融商品は、「株式」（75.0％）が最も高く、以下「国債/地方債」

（38.0％）、「株式投資信託」（35.1％）と続いている。 

     

○個人年収の分布  (n=1099)                 ○世帯年収の分布  (n=1099) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各金融商品の保有経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n=1099)

株式

株式投資信託

ＥＴＦ

ＲＥＩＴ

公社債投資信託

国債／地方債

社債

外国で発行

された証券

外貨預金／

デリバティブ預金

変額保険・年金／

外貨建て保険

75.0

35.1

38.0

6.0

18.7

19.5

7.8

7.9

12.0

5.3

5.8

4.5

12.1

24.9

4.3

6.1

現在保有

1.7

10.2

9.9

1.6

過去保有

76.0

82.1

54.7

92.2

65.2

保有経験なし

17.2

94.1

54.0

82.0

76.0

9.1%

4.7% 3.2%

11.5%
42.8%

28.8%

300万円未満

300～500万円未満

500～700万円未満

1000万円以上
無回答

700～1000万円未満

8.7%

28.3%

19.6%

21.7%

21.0%

0.7%

300～500万円未満

500～700万円未満

700～1000万円未満

1000万円以上

無回答

300万円未満
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（２） 株式投資の現状 

●株式の投資方針は、｢長期だが、ある程度値上がり益があれば売却」が 63.7％と、｢値

上がり益重視であり、短期間に売却する」の 10.0％を大きく上回っている。主にイ

ンターネット取引を利用している個人投資家で見ても、｢値上がり益重視であり短期

間に売却する」が 21.2％と高くはなっているものの、多くの個人投資家が長期保有

を投資方針としている。 

・年代別に見ると、特に 20 歳～30 歳代では、｢長期だが、ある程度値上がり益があ

れば売却」が 59.8％と他の年代と比べて低くなっている一方、｢値上がり益重視で

あり、短期間に売却する」が 17.6％と他の年代と比べて高くなっている。 

●株式の平均的な保有期間は、｢10 年以上」が 24.0％と最も高く、続いて「1 年以上 3

年未満」が 22.0％、｢3 年以上 5 年未満」が 17.6％となっており、全体としては 1 年

超を平均的な保有期間とするものが約 8割（77.8％）となっている。 

・年代別に見ると、特に 20 歳～30 歳代では、｢1 年未満（合計）｣が 37.3％、｢1 年以

上 3年未満」が 28.4％と、いずれも他の年代と比べて高くなっている。 

・また、保有期間｢1 日」は、0.3％、｢1 か月未満」は 1.0％と極めて低い割合となっ

ている。主にインターネット取引を利用している個人投資家で見ても、それぞれ

1.4％、3.6％となっており、1日の間に株式の売買を繰り返す、いわゆるデイトレ

ーダーは、少数の限られた投資家であることが窺える。 

●個人投資家の株式の保有額（時価総額）は、｢100～300 万円未満」が 28.2％と最も高

く、続いて「500～1,000 万円未満」が 17.5％、｢300～500 万円未満」が 14.8％とな

っている。整理すると、｢500 万円未満」が 6割を超え（62.1％）、また、全体の約 8

割（79.6％）が｢1,000 万円未満」である。 

    

○株式の投資方針－株式保有者・経験者 

 【全 体】             (n=910)        【20～30 代】              (n=102) 

 

 

 

 

 

 

 

○株式の平均的な保有期間－株式保有者・経験者 

 【全 体】             (n=910)         【20～30 代】             (n=102) 

 

 

 

 

 

 

 

 

10.8%

1.0% 0.3%

4.2%

77.8%

2.7%
3.3%

1年以上

3か月未満

6か月未満

1か月未満 1日

1年未満

無回答

59.8%
17.6%

17.6%

2.9%

2.0%

長期だが、ある程
度値上がり益があ
れば売却

値上がり益重視
であり、短期間に
売却する

特に決めていない

その他

無回答

63.7%10.0%

21.8%

1.3%

3.2%

長期だが、ある程
度値上がり益があ
れば売却

値上がり益重視
であり、短期間に
売却する

特に決めていない

その他

無回答

60.8%
14.7%

9.8%

9.8%

2.0%

1.0%

2.0%

1年以上1年未満

6か月未満

3か月未満

1か月未満

1日

無回答
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○現在保有している株式の時価総額－株式保有者 

 

 

 

 

ｎ

全　　体 (n=824)

男性 (n=473)

女性 (n=351)

20～30代 (n=95)

40代 (n=115)

50代 (n=176)

60～64歳 (n=127)

65～69歳 (n=112)

70歳以上 (n=199)

性

別

年

代

別

6.1

6.3

6.8

4.7

11.2

15.8

11.9

11.0

12.5

5.5

14.8

16.3

12.8

9.5

16.5

15.3

15.0

15.2

15.6

17.5

16.9

18.2

5.3

14.8

17.6

19.7

24.1

19.6

12.4

14.0

10.3

7.8

12.5

14.2

16.1

16.6

3.5

4.2

3.5

4.0

3.1

6.5

3.2

2.8

4.7

4.5

4.5

3.5

0.9

0.0

1.1

2.1

1.8

10万円

未満

1.4

9.5

2.6

0.0 2.5

1.8

10～50

万円未満

17.9

7.0

5.9

50～100

万円未満

14.8

14.0

9.1

100～300

万円未満

36.8

30.8

26.2

28.2

33.0

25.0

26.1

25.6

26.8

300～500

万円未満

500～1000

万円未満

2.1

1000～3000

万円未満

2.6

1.1

0.0

3000～5000

万円未満

2.4

1.4

0.0

0.0

0.0

5000

万円以上

0.8

1.7

0.0

2.1

2.3

2.1

2.2

無回答
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（３） インターネット取引層の状況 

●証券投資に関して、インターネット取引をしているのは、全体の 20.9％であった。属性

別にみると、若年層、男性の比率が高い。 

● 株式の投資方針をみると、ネット取引層の方が「値上がり益重視であり短期間に売

却」の比率が高い。しかし、「長期だが値上がり益があれば売却」という長期保有

意向者は 60.8％に達している。 

●株式の平均的な保有期間をみると、「１年以上」が過半数を上回っており、長期保有

者が中心であることを示している。全体に比べれば（４頁参照）、確かに「１日」や

「１か月未満」の短期間売買をしている人の比率は高いものの、全体としては少数派

といえる。 

 

○インターネット取引層と非取引層の性・年代構成の違い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

20～30代 (n=127)

40代 (n=161)

50代 (n=228)

60～64歳 (n=161)

65～69歳 (n=150)

70歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

20.9

24.5

21.9

14.3

16.0

77.7

81.9

77.6

83.2

81.3

95.2

ネット取引あり

17.0

53.5

33.5

4.0

ネット取引なし

44.1

65.8

73.9

0.7

2.7

2.5

0.4

2.4

1.4

無回答

0.6

1.1

1.6
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○インターネット取引状況別の投資方針－株式保有者・経験者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○株式の平均的な保有期間－株式保有者・経験者のうち、ネット取引者 

                                  (n=222) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.9%

9.5%

9.0%

57.1%

3.6%

0.5%1.4%

1年以上

1年未満

6か月未満

3か月未満

1か月未満

1日 無回答

全　　体 (n=910)

ネット取引あり (n=222)

ネット取引なし (n=679)

63.7

60.8

10.0

21.2

6.5

長期だが値上がり

益があれば売却

64.9

値上がり益重視

であり短期間に売却

23.3

16.7

21.8

特に決めていない

1.5

0.5

1.3

その他

3.8

0.9

3.2

無回答
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２． 優遇税率に対する考え方 

●優遇税率が自身の投資に何らかの影響があったという人は、全体の２割強であった。ネッ

ト取引層に限ると、優遇税率により「投資を始めた又は増やした」が 13.9％と全体より

も高い。 

●上場株式・株式投資信託の譲渡益に係る優遇税率の廃止による影響については、売買益、

配当金・分配金のいずれもほぼ半数が投資意欲の減退等、投資に対してマイナスの影響が

あると回答。 

・具体的には、平成 19 年 12 月末に上場株式・株式投資信託の譲渡益に対する税率 10％

の優遇措置が終了した場合、「平成 20 年以降新たな投資は慎重になる」が 32.2％、「平

成 20 年以降投資をやめるか又は減らす」が 16.1％、「平成 19 年末までに評価損益次

第では売却する」が 26.8％、「長期保有より短期売買を優先する」が 10.2％となって

いる。一方で、「特に影響はないと思う」が 25.8％、「わからない」が 18.2％となっ

ている。 

・平成 20 年 3 月末に上場株式・株式投資信託の配当金・分配金に対する税率 10％の

優遇措置が終了した場合、「新たな投資は慎重になる」が 36.4％、「投資をやめる

か又は減らす」が 18.0％、「長期保有より短期売買を優先する」が 14.1％となっ

ている。一方で、「特に影響はないと思う」が 33.2％、「わからない」が 15.7％

となっている。  

●優遇税率の延長希望は「延長すべきである」が 47.3％、「何らかの優遇措置は必要であ

る」が 23.8％となっており、合わせて約７割強（71.1％）の個人投資家が優遇措置の延

長等を望んでいる。 

 

○ 優遇税率による自身の投資への影響（複数回答） 

 

 

 
ｎ

投資を始めた

又は増やした

長期保有を

考えるようになった
興味を持った

特に影響を受ける

ことはなかった
わからない 無回答

全　　体 1,099

ネット取引あり 230

ネット取引なし 854 7.0

13.9

8.4 11.1

8.7

11.7 9.4

8.3

9.1

51.6

59.1

52.6 22.4

23.8

14.3

1.9

1.3

2.0
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○売買益の優遇税率終了時における投資への影響      (n=1099) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○配当金・分配金の優遇税率終了時における投資への影響  (n=1099) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.5%

25.8%

18.2%

1.5%

投資方針にマイナスの

影響があると思う
特に影響はないと

思う

無回答

わからない

33.2%

15.7%

1.3%

49.8%投資方針にマイナス
の影響があると思う

特に影響はない
と思う

わからない

無回答

Ｈ２０年以降新たな
投資は慎重になる

Ｈ１９年末までに
評価損益次第で売却

Ｈ２０年以降投資
やめるか又は減らす

長期保有より
短期売買を優先

32.2

26.8

10.2

16.1

新たな投資は
慎重になる

投資やめるか
又は減らす

長期保有より
短期売買を優先

36.4

18.0

14.1

（複数回答） 

（複数回答） 
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３． 金融所得課税の一体化に対する考え方 

●金融商品の損益通算の対象範囲拡大に対しては、「株式や投資信託以外にも必要である」

とする拡大意向派は、37.1％と高い割合である一方で、「わからない」との回答も 37.3％

と高い割合となった。なお、属性別にみると、年収、保有時価総額が高い層、特に年収

1,000 万円以上、保有株式時価総額 1,000 万円以上の層の拡大意向は 5割を超えている。 

●拡大意向派（回答者の 37.1％）に損益通算が必要と感じている金融商品を尋ねたところ、

「株式の配当金や株式投資信託の分配金」が 70.3％と最も高く、「国債、社債の利子や

取引から生じる損益」が 48.0％、「公社債投資信託の分配金や取引から生じる損益」が

38.5％で続いている。 

●上記同様、拡大意向派に損益通算の範囲が拡大された場合に確定申告を行うかどうかを尋

ねたところ、「確定申告を行う」が 45.3％、「通算できる金額が大きければ行う」や「事

務負担が小さければ行う」が合せて 49.6％となっている。 

●損失の繰越控除については、「現行の３年でよい」が 33.8％である一方、「５年程度に

延長すべきである」、「７年程度に延長すべきである」、「無期限とすべきである」を合

わせると 43.3％の個人投資家が延長を希望している。 

●金融番号（納税者番号）制度の導入に関する意見は、「わからない」が 42.9％と高い割

合になっており、「導入すべきである」が 32.8％、「導入すべきでない」が 23.7％とな

った。 

 

○損益通算の対象範囲の拡大意向と損益通算が必要と感じている金融商品 

 

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  

○損益通算が必要と感じている金融商品－損益通算拡大意向層（複数回答） 

    (n=408) 

 

 

 

ｎ

全　　体 (n=1099)

300万円未満 (n=470)

～700万円未満 (n=442)

～1000万円未満 (n=100)

1000万円以上 (n=52)

100万円未満 (n=157)

～300万円未満 (n=232)

～1000万円未満 (n=266)

1000万円以上 (n=151)

個

人

年

収

時

価

総

額

37.1

33.4

31.8

37.5

41.4

22.6

24.7

21.7

23.3

25.6

25.2

37.3

30.0

42.7

36.2

30.1

19.9

株式や投資信託

以外にも必要

39.4

41.0

53.8

52.3

範囲の拡大は

必要ない

27.0

32.7

19.1

わからない

11.5

32.8

44.5

無回答

2.0

3.2

3.0

3.0

1.9

3.0

3.8

2.6

3.0

株式の配当金や
株式投資信託の分配金

国債、社債利子や
取引から生じる損益

公社債投資信託取引
等から生じる損益

預貯金の利子

先物等デリバティブ
取引の損益

70.3

48.0

38.5

25.7

20.1
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○損益通算時に確定申告が必要となった場合の対応－損益通算拡大意向層 

 

 

 

 

 

 

 

○損失の繰越控除期間の延長希望 

 

 

 

 

 

 

 

○金融番号制度の導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

全　　体 (n=1099) 33.8 16.3 20.2

現状の３年でよい
５年程度に

延長すべき

７年程度に

延長すべき
無期限とすべき

6.8 22.5

わからない

0.5

無回答

ｎ

全　　体 (n=1099) 32.8 23.7 42.9

導入すべき 導入すべきでない わからない 無回答

0.6

全　　体 (n=408) 45.3 19.9 29.7

確定申告を行う
通算できる金額が

大きければ行う

事務負担が

小さければ行う

確定申告は

行わない

3.2

わからない

1.5

無回答

0.5
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４． 特定口座制度に対する意識 

●特定口座制度の認知状況については、「知っている」が 57.8％、「見聞きしたことはあ

る」が 14.3％で、合わせて 72.1％と高い割合となった。制度開始から 3 年を経過したこ

ともあり、個人投資家に広く定着してきているといえる。 

●特定口座の対象は、現在、上場株式、公募株式投資信託の売買損益に限られており、対象

となる取引や所得の拡大については、「拡大は必要」が 34.1％となっているものの、「わ

からない」比率が最も高い。 

 

○特定口座の認知状況 

 

 

 

 

 

 

○特定口座の対象範囲拡大意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ

全　　体 (n=1099) 57.8 14.3 26.4

知っている 見聞きしたことはある 知らない 無回答

1.5

ｎ

全　　体 (n=1099)

特定口座有り

／源泉徴収あり
(n=444)

特定口座有り

／源泉徴収なし
(n=76)

特定口座開設

していない
(n=507)

34.1

46.6

20.7

25.0

43.9

53.3

拡大は必要

31.6

23.5

拡大は必要ない

22.1

17.6

わからない

43.4

35.1

無回答

1.2

0.0

0.7

1.2
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≪調査分析編≫ 

１． 証券投資経験について 

（１） 現在保有している金融商品 

●全体では、「株式」が 75.0％と最も高く、「国債・地方債」（38.0％）、「株式投資信

託」（35.1％）以下を大きく引き離している。 

●年代別にみると、「国債・地方債」「株式投資信託」は、高年層ほど高い。 

● 個人年収、株式の時価総額ともに高い層ほど、「株式投資信託」の保有率が高い。また、

インターネットの利用状況でみると、インターネットを利用している投資家の大半が

「株式」保有者である一方、インターネットを利用していない投資家では、「国債・地

方債」の保有比率が高い。 

 

図表 1 現在保有している金融商品-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社債
外国で発行

された証券

外貨預金／

デリバティブ預金

変額保険・年金

／外貨建て保険
その他 持っていない

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

年

代

別

性

別

1.6

11.4

5.3

5.0

3.9

5.0

6.9

5.2

6.0

23.9

25.7

18.7

14.1

12.6

19.3

18.9

14.3

15.3

23.6

8.5

9.3

11.2

11.0

14.3

13.5

10.8

12.1

22.7

25.0

25.5

15.8

18.0

17.4

14.2

16.5

19.5 1.2

1.0

1.3

1.6

1.2

2.2

0.0

0.7

1.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

株式 株式投資信託 ＥＴＦ ＲＥＩＴ
公社債

投資信託
国債・地方債

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

75.0

82.3

67.0

74.8

71.4

77.2

78.9

74.7

73.2

35.1

34.8

35.5

28.3

32.9

35.5

32.9

32.7

41.9 7.7

6.7

3.7

6.6

5.0

5.5

6.5

5.7

6.1

1.6

2.0

5.1

6.8

5.3

3.1

4.6

4.0

4.3 24.9

21.4

28.8

26.0

36.6

26.8

20.7

19.3

20.6

38.0

33.2

43.3

22.0

26.1

31.6

44.1

43.3

51.5
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図表 2 現在保有している金融商品-年収･時価総額･取引状況別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社債
外国で発行

された証券

外貨預金／

デリバティブ預金

変額保険・年金

／外貨建て保険
その他 持っていない

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収 2.0

6.8

3.5

16.6

5.6

1.7

3.8

7.7

5.0

7.0

6.0

27.8

17.6

17.8

19.2

18.7

19.8

16.0

26.9

9.6

13.4

19.9

15.0

10.2

19.1

17.9

12.4

9.9

8.3

23.1

12.0

10.4

12.1

16.8

18.5

16.1

19.9

17.8

21.2

20.7

19.2

27.0

20.9

19.5 1.2

1.1

0.7

2.0

3.8

0.0

1.3

1.9

0.7

0.4

1.3

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

株式 株式投資信託 ＥＴＦ ＲＥＩＴ
公社債

投資信託
国債・地方債

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

75.0

68.9

78.3

85.0

88.5

100.0

100.0

100.0

100.0

93.9

70.1

35.1

33.8

36.0

39.0

38.5

19.1

28.0

36.8

49.7

33.0

35.8

6.1

5.1

7.0

8.0

7.7

1.3

3.9

7.1

9.9

7.8

5.6

2.0

4.5

4.3

4.3

8.6

2.2

1.9

3.8

5.0

4.0

4.3 24.9

26.4

23.8

25.0

23.1

31.8

29.6

24.1

22.2

22.8

15.9

38.0

41.3

37.1

25.0

34.6

21.0

25.4

31.2

40.4

22.6

42.3
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（２） 過去に購入経験のある金融商品 

●過去に購入経験のある金融商品としては、「社債」が 12.0％と最も高いものの、現在の

保有率は低い。 

 

図表 3 過去購入経験のある金融商品-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社債
外国で発行

された証券

外貨預金／

デリバティブ預金

変額保険・年金

／外貨建て保険
その他 どれもない

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

年

代

別

性

別

13.6

14.0

10.6

14.0

8.7

8.7

13.7

10.4

12.0

4.8

4.7

5.0

5.7

7.5

3.9

5.2

5.4

5.3

4.8

6.7

5.0

7.5

6.8

3.9

5.7

5.9

5.8

0.0

2.9

6.7

6.2

7.0

3.7

4.2

4.9

4.5 1.0

1.0

1.0

2.4

1.2

0.4

0.6

0.7

1.1

55.0

58.3

51.3

64.6

55.9

51.8

56.5

49.3

54.8

株式 株式投資信託 ＥＴＦ ＲＥＩＴ
公社債

投資信託
国債・地方債

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

8.8

10.7

8.7

6.6

6.2

5.5

9.0

6.8

7.8

14.0

14.7

11.2

6.1

5.0

9.4

10.9

9.6

10.2 1.7

2.1

1.3

3.9

0.6

1.8

1.2

0.0

2.6

1.6

1.9

1.3

0.8

2.5

2.2

0.0

2.0

1.8 7.4

8.7

9.3

13.2

11.2

10.2

12.2

7.8

9.9

3.1

9.9

9.3

6.8

9.2

6.2

8.6

7.3

7.9
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図表 4 過去購入経験のある金融商品-年収･時価総額･取引状況別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社債
外国で発行

された証券

外貨預金／

デリバティブ預金

変額保険・年金

／外貨建て保険
その他 どれもない

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

個

人

年

収

11.5

14.8

21.2

12.4

13.8

5.7

23.1

12.0

10.0

13.2

12.0 5.3

5.7

5.0

5.0

3.8

4.5

7.3

6.4

4.6

5.7

5.3 5.7

6.5

6.0

6.0

5.6

4.5

5.8

6.0

6.6

5.1

5.8

6.0

4.2

6.1

5.3

6.0

4.7

2.5

5.8

4.8

4.0

4.5 1.0

0.6

1.8

0.0

0.0

0.0

1.7

1.1

0.7

2.2

0.7

55.0

52.8

55.4

63.0

50.0

68.2

54.3

55.6

51.7

51.3

55.3

株式 株式投資信託 ＥＴＦ ＲＥＩＴ
公社債

投資信託
国債・地方債

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

9.4

2.6

0.0

0.0

0.0

0.0

7.7

5.0

7.9

8.7

7.8

9.8

11.7

11.9

12.8

12.9

4.5

9.6

2.0

10.6

10.9

10.2 1.7

1.7

1.1

4.0

3.8

1.9

2.2

0.8

4.0

2.6

1.5

1.6

1.5

1.6

2.0

3.8

0.6

1.3

2.3

3.3

3.9

1.1 10.1

10.0

7.9

10.5

8.6

12.7

11.5

6.0

8.1

12.6

9.9

7.8

6.0

8.1

9.9

9.8

8.6

6.4

3.8

9.3

7.7

7.9
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（３） 証券投資にあたっての重視点 

●全体では、「安全性が高い」(69.2％)と「利子・配当・分配金が受け取れる」(67.5％)

がほぼ並んでおり、「値上がりが見込める」が 53.4％で続いている。 

●属性別にみると、個人年収及び株式時価総額の低い層及び高年層は「安全性が高い」が特

に高率となっている。また、インターネット取引を利用している投資家については、「値

上がりが見込める」が最も高く、キャピタルゲインをより重視する傾向が見て取れる。 

 

図表 5 証券投資にあたっての重視点-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6 証券投資にあたっての重視点-年収･時価総額･取引状況別(複数回答) 

 

 

安全性が高い
商品が

わかりやすい
換金しやすい

値上がりが

見込める

利子・配当・分配

金

が受け取れる

その他 特にない 無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

69.2

62.3

76.7

63.8

68.3

64.0

68.9

73.3

74.3

30.8

25.6

36.6

34.6

35.4

32.5

32.3

25.3

27.2

29.8

32.5

26.9

21.3

24.2

26.3

31.1

30.0

39.3

53.4

57.2

49.2

56.7

56.5

57.0

57.8

55.3

43.4

67.5

64.0

71.4

62.2

56.5

66.2

73.9

68.7

73.2

1.4

1.4

1.3

1.9

1.3

0.6

0.7

1.1

3.1

1.1

1.2

1.0

2.4

0.6

1.8

0.6

0.7

0.7

0.1

0.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.4

安全性が高い
商品が

わかりやすい
換金しやすい

値上がりが

見込める

利子・配当・分配

金

が受け取れる

その他 特にない 無回答

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

69.2

73.0

69.9

55.0

57.7

70.7

60.8

68.8

57.0

49.1

74.2

30.8

33.4

28.1

24.0

38.5

23.6

26.3

31.2

39.1

34.8

29.7

29.8

27.2

33.5

23.0

38.5

24.2

24.6

34.6

35.8

30.9

30.0

53.4

48.9

56.1

61.0

61.5

51.6

54.3

63.9

67.5

74.8

48.0

67.5

69.8

68.3

56.0

67.3

57.3

71.1

68.8

69.5

60.4

69.2

1.4

1.9

1.1

0.0

0.6

1.3

1.5

2.0

1.2

2.2

1.0

1.1

1.1

0.7

2.0

1.9

1.3

1.7

0.4

0.0

0.4

1.3

0.1

0.0

0.0

1.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.7

0.4

0.0
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（４） 証券投資を行っている方法 

●全体では、「証券会社や銀行等の店頭」が 77.1％と最も高いが、20～30 代にあっては「証

券会社のインターネット取引」が 53.5％と最も高くなっている。 

●株式保有時価総額別にみると、高額保有層ほど「証券会社や銀行等の店頭」が高率になっ

ている。 

 

図表 7 株式や投信、公社債等の証券取引を行っている方法-性・年代別(複数回答) 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

証券会社や

銀行等の店頭

証券会社の

ネット取引

証券会社や

銀行等の

コールセンター

その他 無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

77.1

73.6

80.9

48.8

67.7

79.4

85.1

80.0

87.5

24.5

53.5

33.5

4.0

16.0

14.3

21.9

17.0

20.9

12.1

10.7

8.7

7.0

7.5

4.7

9.5

8.2

8.8

4.0

7.3

5.6

6.1

8.1

7.1

6.3

5.9

6.1 1.4

1.6

1.1

2.4

0.6

0.4

2.5

2.7

0.7
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図表 8 株式や投信、公社債等の証券取引を行っている方法-年収･時価総額･取引状況別(複数回答) 

 

 

 

 

 

証券会社や

銀行等の店頭

証券会社の

ネット取引

証券会社や

銀行等の

コールセンター

その他 無回答

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

77.1

80.4

75.3

69.0

75.0

64.3

74.1

79.7

84.8

40.4

88.3

30.0

30.8

0.0

17.9

100.0

29.8

22.6

24.6

31.2

21.9

20.9

9.5

7.0

7.9

9.0

9.5

7.0

11.5

6.0

9.0

8.5

8.8

7.8

0.0

2.0

4.5

5.6

8.9

9.6

6.0

5.7

6.2

6.1 1.4

0.9

1.6

2.0

0.0

1.9

0.9

0.4

0.7

0.0

0.0
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２． 株式の保有状況について 

（１） 株式の投資方針 

●全体では、「長期だが値上がり益あれば売却」が 63.7％と高く、「値上がり益重視であ

り短期間に売却」の 10.0％を大きく上回っている。 

●属性別にみると、「長期だが値上がり益あれば売却」が全て過半数を上回っており、極端

に短期の売却に偏重している層はない。しかし、インターネット取引を利用している投資

家は「値上がり益重視であり短期間に売却」が 21.2％と比較的高い。また、「20～30 代」

と「60～64 歳」においても、同様の傾向がみられる。 

 

図表 9 株式の投資方針-性・年代別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=910)

男性 (n=512)

女性 (n=398)

２０～３０代 (n=102)

４０代 (n=125)

５０代 (n=191)

６０～６４歳 (n=141)

６５～６９歳 (n=128)

７０歳以上 (n=223)

性

別

年

代

別

63.7

62.7

59.8

64.8

67.0

61.0

66.4

62.3

10.0

12.3

7.0

11.2

6.8

14.9

8.6

6.3

長期だが値上がり

益があれば売却

65.1

値上がり益重視

であり短期間に売却

17.6

26.0

18.0

22.0

22.4

20.6

17.6

21.9

21.7

21.8

特に決めていない

2.1

1.3

1.6

0.5

0.0

2.9

1.5

1.2

1.3

その他

4.0

5.5

1.4

3.7

1.6

2.0

4.5

2.1

3.2

無回答
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図表 10 株式の投資方針-年収･時価総額･取引状況別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=910)

３００万円未満 (n=365)

～７００万円未満 (n=381)

～１０００万円未満 (n=90)

１０００万円以上 (n=50)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=222)

ネット取引なし (n=679)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

63.7

65.5

66.7

62.0

59.9

63.8

68.4

68.2

60.8

64.9

10.0

7.4

12.6

16.0

13.4

8.6

10.5

10.6

21.2

6.5

60.9

長期だが値上がり

益があれば売却

6.7

値上がり益重視

であり短期間に売却
特に決めていない

21.8

22.5

21.3

25.6

24.6

18.0

26.1

19.5

18.5

16.7

23.3

その他

1.3

1.6

1.0

1.1

2.0

0.0

0.8

1.3

1.5

3.0

0.5

無回答

3.2

3.0

4.2

0.0

2.0

0.6

0.0

0.8

1.3

0.9

3.8
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（２） 株式の平均的な保有期間 

●全体では、「10 年以上」が 24.0％と最も高く、「(１年以上)３年未満」が 22.0％で続い

ている。「１日」「１か月未満」の短期間をあげる人は、全体としては、かなり少数派と

なっている。また、１年超の保有としては 77．8％となっている。 

●属性別にみると、高年層、個人年収 1,000 万円以上、インターネット取引の利用をしてい

ない投資家において「10 年以上」の長期保有者の比率が比較的高い。一方、20～30 代は、

他の世代に比べて、長期保有者の比率が低い。 

●１年超の保有にあっては、個人年収や株式保有時価総額の金額よりも、インターネット

取引の利用の有無による差異が顕著であった（「インターネット取引を利用している投

資家」については、57.2％、「インターネット取引を利用していない投資家」について

は 84.4％であった。）。また、「インターネット取引を利用している投資家」でも、1

日の間に株式の売買を繰り返す、いわゆるデイトレーダーは、少数の限られた投資家

(1.4％)だといえる。 

 

図表 11 株式の平均的な保有期間-性・年代別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=910)

男性 (n=512)

女性 (n=398)

２０～３０代 (n=102)

４０代 (n=125)

５０代 (n=191)

６０～６４歳 (n=141)

６５～６９歳 (n=128)

７０歳以上 (n=223)

性

別

年

代

別

4.1

9.8

4.2

4.3

4.0

9.8

5.6

7.1

10.8

11.3

10.1

14.7

15.2

9.9

9.9

9.4

8.5

22.0

20.1

24.4

28.4

20.8

19.9

22.7

26.6

18.4

17.6

19.3

15.3

11.8

23.2

15.2

18.4

17.2

18.8

4.4

3.7

5.3

4.0

7.9

9.8

11.6

15.2

0.0

0.0

0.7

0.5

0.0

1.0

0.6

0.3

0.0

１日

0.7

0.5

1.6

0.8

0.4

1.6

1.2

1.0

2.0

１か月未満

1.3

2.3

2.8

3.1

3.2

2.3

3.3

３か月未満

2.2

1.6

2.1

６か月未満 １年未満 ３年未満 ５年未満 ７年未満

2.3

5.7

2.0

3.1

10年未満

11.2

9.4

10.6

8.4

3.9

3.2

10年以上

32.3

25.8

19.9

22.5

21.6

14.7

22.1

24.0

25.4

無回答

3.6

3.9

1.4

3.1

1.6

2.0

4.3

2.7

1.6
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図表 12 株式の平均的な保有期間-年収･時価総額･取引状況別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

 全　　体 (n=910)

３００万円未満 (n=365)

～７００万円未満 (n=381)

～１０００万円未満 (n=90)

１０００万円以上 (n=50)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=222)

ネット取引なし (n=679)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

4.1

4.7

4.4

10.8

9.9

10.8

15.6

8.0

10.2

12.1

9.4

12.6

18.9

8.0

22.0

25.5

22.6

11.1

10.0

19.1

21.1

24.4

21.2

28.8

19.9

17.6

18.1

17.6

17.8

18.0

15.3

17.7

18.4

19.2

13.5

19.1

4.4

5.8

2.9

4.0

4.5

9.8

6.6

11.5

11.6

１日

0.3

0.3

0.3

1.1

0.0

0.0

0.0

0.4

0.7

1.4

0.0

１か月未満

0.0

1.0

0.5

0.8

1.3

0.1

1.8

0.0

0.6

0.9

3.6

1.1

2.5

３か月未満

3.3

3.4

14.0

6.4

3.9

2.3

1.3

9.5

1.3

4.2

2.2

2.7

9.0

2.0

６か月未満

7.6

4.9

2.6

１年未満 ３年未満 ５年未満

4.9

3.2

5.3

5.6

6.0

3.4

７年未満

3.6

8.0

16.7

11.2

12.5

7.1

11.3

10年未満

19.2

24.0

26.2

26.7

34.0

24.8

23.7

28.6

23.8

8.1

28.9

10年以上

3.0

2.7

3.1

0.0

2.0

0.0

0.0

0.4

0.7

0.5

3.5

無回答
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（３） 平成 17 年中の株式の売買損益 

●昨年１年間の株式の売買損益をみると、全体では、半数弱（45.7％）は、「17 年中は株

式の売却を行っていない」と回答している。次に高いのは「100 万円未満の売買益」であ

るが、売買損よりも売買益のでている人の比率がかなり高く、昨年の株式市場の好況を表

しているといえる。 

●インターネット取引の利用の有無でみると、インターネット取引を利用している投資家の

大半（約４分の３）は、昨年売買を行っているのに対し、インターネット取引を利用して

いない投資家はかなり低い。 

 

図表 13 平成 17 年中の売買損益-性・年代別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=910)

男性 (n=512)

女性 (n=398)

２０～３０代 (n=102)

４０代 (n=125)

５０代 (n=191)

６０～６４歳 (n=141)

６５～６９歳 (n=128)

７０歳以上 (n=223)

性

別

年

代

別

8.2

3.9

19.2

18.6

20.1

27.5

28.8

15.6

8.7

8.6

8.8

14.7

9.6

9.4

6.4

4.7

8.5

6.3

6.8

5.5

8.8

4.0

11.0

6.4

4.0

2.3

2.1

2.5

2.6

500万円以上

の売買益

0.8

2.2

3.3

1.0

0.0

1.6

7.1

0.8

2.2

300～500万円

未満の売買益

1.0

1.3

2.1

1.6

1.8

0.3

0.0

1.6

1.4

100～300万円

未満の売買益

7.7

7.0

6.4

5.2

14.2

6.3

9.0

100万円未満

の売買益

13.1

24.2

14.8

ほぼ損益は

ゼロ

3.1

100万円未満

の売買損

100～300万円

未満の売買損

0.0

1.6

0.7

3.9

3.6

0.9

0.0

0.7

0.0

300～500万円

未満の売買損

0.3

0.4

0.3

0.0

0.0

0.8

1.0

0.6

0.7

0.8

0.0

500万円以上

の売買損

0.5

0.5

0.5

44.5

45.7

47.2

39.2

46.4

49.2

43.3

46.9

46.2

H17年中は

株式の売却を

行っていない

4.7

5.7

7.0

2.9

2.4

5.8

3.5

7.8

9.0

無回答
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図表 14 平成 17 年中の売買損益-年収･時価総額･取引状況別（株式保有者、保有経験者） 

 

 

全　　体 (n=910)

３００万円未満 (n=365)

～７００万円未満 (n=381)

～１０００万円未満 (n=90)

１０００万円以上 (n=50)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=222)

ネット取引なし (n=679)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

7.7

4.4

19.2

22.5

18.1

14.4

14.0

24.1

32.0

15.3

8.7

8.2

8.4

8.9

14.0

17.8

10.8

4.5

4.6

14.0

7.1

6.3

6.6

5.8

8.9

4.0

9.6

7.3

5.3

10.4

5.0

500万円以上

の売買益

2.4

2.2

1.1

2.2

10.0

0.0

0.0

1.1

11.3

4.1

1.6

300～500万円

未満の売買益

3.3

1.3

0.3

1.1

4.6

1.3

1.3

2.0

0.0

0.0

0.9

100～300万円

未満の売買益

7.7

8.7

6.0

1.3

3.0

11.7

17.9

9.0

7.4

100万円未満

の売買益

9.6

27.4

16.6

ほぼ損益は

ゼロ

4.9

100万円未満

の売買損

1.6

2.3

2.9

2.5

1.9

100～300万円

未満の売買損

2.2

4.0

2.2

2.6

2.0

1.8 0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

300～500万円

未満の売買損

0.3

0.0

0.8

0.0

0.6

0.4

0.0

1.1

0.8

0.0

0.4

1.3

500万円以上

の売買損

0.5

0.6

1.4

0.3

0.3

44.9

45.7

45.4

51.1

44.0

56.7

52.6

45.1

34.4

24.8

52.3

H17年中は

株式の売却を

行っていない

6.3

5.7

6.0

3.3

2.0

1.9

0.0

1.1

0.7

1.8

6.8

無回答
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（４） 現在保有している株式の時価総額  

●株式の保有時価総額については、「100～300 万円未満」が最も高く、それ以下の層を含

めると、全体の半数近くは 300 万円未満ということになる。しかし、一方で、1,000 万円

以上の層も２割近くに達しており、かなりばらついている様子がみてとれる。 

●個人年収別にみると、年収 1,000 万円以上においては、保有時価総額の高い層が多く含ま

れていることがわかる。しかし、それ以下の年収区分ではそれほど大きな差異はみられな

い。 

 

図表 15 現在保有している株式の時価総額-性・年代別（株式保有者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 16 現在保有している株式の時価総額-年収･取引状況別（株式保有者） 

 

 

全　　体 (n=824)

男性 (n=473)

女性 (n=351)

２０～３０代 (n=95)

４０代 (n=115)

５０代 (n=176)

６０～６４歳 (n=127)

６５～６９歳 (n=112)

７０歳以上 (n=199)

性

別

年

代

別

9.1

15.8

28.2

26.2

30.8

36.8

33.0

26.8

14.8

16.3

12.8

9.5

16.5

15.3

15.0

15.2

15.6

17.5

16.9

18.2

5.3

14.8

17.6

19.7

19.6

12.4

14.0

10.3

12.5

10万円未満

1.4

1.8

2.1

9.5

2.6

1.1

0.0

0.9

0.0

10～50万円

未満

17.9

6.1

5.9

1.8

2.5

6.3

7.0

6.8

4.7

50～100万円

未満

11.2

14.0

14.8

11.9

11.0

12.5

5.5

100～300

万円未満

26.1

25.0

25.6

300～500

万円未満

24.1

500～1000

万円未満

1000～3000

万円未満

2.1

7.8

14.2

16.1

16.6 6.5

1.1

3.1

0.0

3000～5000

万円未満

3.5

4.2

2.6

3.5

4.0

0.0

0.0

3.2

4.7

0.0

4.5

5000万円

以上

2.4

2.8

1.4

2.1

2.2

2.3

2.1

0.0

1.7

0.8

4.5

3.5

無回答

全　　体 (n=824)

３００万円未満 (n=324)

～７００万円未満 (n=346)

～１０００万円未満 (n=85)

１０００万円以上 (n=46)

ネット取引あり (n=216)

ネット取引なし (n=599)

個

人

年

収

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

14.5

14.1

28.2

30.9

26.9

27.1

21.7

28.9

14.8

11.7

17.1

16.5

17.4

13.0

15.7

17.5

17.3

18.8

15.3

10.9

14.8

18.5

12.4

12.0

11.3

15.7

10万円未満

2.6

1.8

1.9

0.0

0.0

3.7

0.8

10～50万円

未満

4.7

6.1

6.5

5.8

4.3

8.8

5.0

50～100万円

未満

11.2

8.4

4.3

10.2

11.7

100～300

万円未満

26.4

300～500

万円未満

500～1000

万円未満

1000～3000

万円未満

12.9

23.9

11.2

4.7

3.7

3000～5000

万円未満

3.5

2.2

4.0

8.7

3.2

8.7

3.5

0.9

2.7

5000万円

以上

2.4

1.9

2.6

2.2

2.2

2.6

1.2

0.0

2.3

1.8

無回答
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３． 優遇税率の投資に対する影響と意識について 

 

（１） 優遇税率による自身の投資の影響 

●「特に影響を受けることはなかった」が 52.6％と最も高い。一方、「長期保有を考える

ようになった」は 11.1％、「興味を持った」が 9.1％、「投資を始めた又は増やした」は

8.4％であった。 

 

図表 17 優遇税率による自身の株式や公募株式投資信託への投資の影響-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資を始めた

又は増やした

長期保有を

考えるようになった
興味を持った

特に影響を受ける

ことはなかった
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

8.8

7.3

10.6

7.5

9.9

5.5

7.4

9.2

8.4

14.7

13.3

12.4

7.5

9.9

7.1

10.1

12.0

11.1 9.1

10.3

7.8

7.9

9.3

6.6

8.1

11.3

11.0

52.6

54.8

50.2

50.4

54.7

57.5

49.1

55.3

48.9

27.9

30.7

24.1

23.0

19.5

18.0

21.7

17.4

22.4 1.9

2.1

1.7

0.0

0.6

1.3

2.5

1.3

4.0
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図表 18 優遇税率による自身の株式や公募株式投資信託への投資の影響-年収･時価総額･取引状況

別(複数回答) 

 

 

 

 

投資を始めた

又は増やした

長期保有を

考えるようになった
興味を持った

特に影響を受ける

ことはなかった
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

7.0

13.9

17.2

13.2

7.3

3.2

9.6

9.0

9.7

7.0

8.4

11.7

8.7

12.6

13.5

13.4

4.5

9.6

11.0

12.7

9.6

11.1

9.4

8.3

8.6

9.0

8.2

8.3

7.7

12.0

9.0

8.9

9.1 52.6

49.8

54.1

55.0

73.1

56.7

56.0

54.1

56.3

59.1

51.6

28.0

18.0

19.8

17.4

23.8

14.3

14.6

16.5

7.7

28.3

22.4 1.9

1.9

2.5

1.0

0.0

0.6

1.3

1.1

0.0

1.3

2.0
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（２） 売買益の優遇税率終了時における投資への影響 

●全体では、「平成 20 年以降新たな投資は慎重になる」が 32.2％、「平成 19 年末までに

評価損益次第で売却」が 26.8％で続いている。「特に影響はないと思う」は 25.8％、「わ

からない」が 18.2％であることを考えると、過半数は投資意欲の減退等の影響があると

考えていることがわかる。 

●個人年収 1,000 万円以上についてみると、「特に影響はないと思う」は 44.2％と最も高

い。「わからない」が 7.7％とかなり低率であることを考えると、優遇税率に対する知識

と関心が他の層に比べて高いことがうかがえる。 

●株式保有時価総額別にみると、100 万円未満の層に比べてそれ以上の層は「平成 20 年以

降新たな投資は慎重になる」等の比率がいずれも高く、投資行動への影響がかなり大きい

といえる。 

 

図表 19 売買益の優遇税率終了時における投資への影響-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｈ２０年以降

投資やめるか

又は減らす

Ｈ１９年末まで

に評価損益

次第で売却

Ｈ２０年以降

新たな投資は

慎重になる

長期保有より

短期売買を優先

特に影響は

ないと思う
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

19.5

20.7

14.9

13.6

13.0

13.4

17.9

14.4

16.1 26.8

26.1

27.5

29.9

24.1

28.6

34.0

27.6

18.0

32.2

29.6

35.1

30.7

24.2

31.1

29.8

41.3

34.9 14.0

11.3

14.9

7.9

5.0

5.5

10.3

10.1

10.2 25.8

30.6

23.6

33.5

28.1

24.2

22.0

23.2

20.4 22.1

22.8

22.4

16.5

13.3

18.6

17.5

14.6

18.2 1.5

1.6

1.5

0.0

0.6

1.3

1.2

1.3

3.3
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図表 20 売買益の優遇税率終了時における投資への影響-年収･時価総額･取引状況別(複数回答) 

 

 

Ｈ２０年以降

投資やめるか

又は減らす

Ｈ１９年末まで

に評価損益

次第で売却

Ｈ２０年以降

新たな投資は

慎重になる

長期保有より

短期売買を優先

特に影響は

ないと思う
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

16.2

17.0

19.9

22.9

14.2

12.1

15.4

10.0

14.3

19.8

16.1 26.8

28.3

27.1

23.0

22.9

28.4

35.0

33.8

31.7

25.9

21.2

32.2

34.0

31.4

28.0

28.8

36.2

34.2

37.7

26.1

34.2

20.4

11.0

7.8

13.2

12.4

11.2

8.9

9.6

5.0

12.4

9.1

10.2 25.8

33.0

44.2

28.0

25.0

27.1

29.8

31.7

24.5

20.9

27.4

18.0

7.7

16.5

19.1

11.7

7.3

10.9

15.9

22.3

20.4

18.2 1.5

1.9

1.6

0.0

0.0

1.3

0.0

0.4

0.7

1.3

1.4
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（３） 配当金・分配金の優遇税率終了時における投資への影響 

●全体では、「新たな投資は慎重になる」が 36.4％、「投資をやめるか又は減らす」が 18.0％

で続いている。「特に影響はないと思う」は 33.2％、「わからない」が 15.7％であるこ

とを考えると、約半数は何らかの影響を受けると考えていることがわかる。 

●属性別にみると、個人年収 1,000 万円以上の、「特に影響はないと思う」が 55.8％に達

していることが特徴的である。 

●インターネット取引を利用している投資家は「特に影響はないと思う」が 43.0％とイン

ターネット取引を利用してない投資家に比べ高く、インターネット取引を利用していない

投資家はインターネット取引を利用している投資家に比べ優遇税率終了に伴う投資意欲

の減退傾向が総じて高い。 

 

図表 21 配当金・分配金の優遇税率終了時における投資への影響-性・年代別(複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

投資やめるか

又は減らす

新たな投資は

慎重になる

長期保有より

短期売買を優先

特に影響は

ないと思う
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

23.3

22.1

13.7

18.4

13.7

13.4

21.2

15.1

18.0 36.4

33.9

39.1

30.7

28.0

36.4

36.0

44.7

39.7 16.9

21.3

14.3

11.8

8.1

11.0

14.1

14.1

14.1 33.2

39.8

26.0

39.4

40.4

31.6

35.4

25.3

30.5 14.7

10.7

16.8

15.4

19.3

18.9

20.0

11.8

15.7 1.3

0.7

1.9

0.0

1.2

1.3

1.2

0.7

2.2
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図表 22 配当金・分配金の優遇税率終了時における投資への影響-年収･時価総額･取引状況別(複数

回答) 

 

 

 

投資やめるか

又は減らす

新たな投資は

慎重になる

長期保有より

短期売買を優先

特に影響は

ないと思う
わからない 無回答

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

21.4

19.0

14.8

18.5

16.8

15.3

17.3

13.0

15.6

21.3

18.0 36.4

37.2

37.8

25.0

34.6

27.4

38.4

41.0

41.7

31.3

37.9 14.5

12.2

15.9

16.5

15.5

10.8

7.7

14.0

14.0

14.9

14.1 33.2

24.5

37.6

48.0

55.8

35.7

34.1

36.5

37.7

43.0

30.7 16.5

11.7

7.9

9.4

13.8

19.1

5.8

10.0

13.1

20.0

15.7 1.3

2.6

0.2

1.0

0.0

0.6

1.3

0.8

0.7

1.7

1.2
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（４） 優遇措置に対する延長希望 

●全体では、優遇措置を「延長すべき」が 47.3％、「何らかの(優遇)措置は必要」の 23.8％

を合わせると、実に 71.1％もの層が一定の優遇措置を求めていることがわかる。 

●属性別にみると、年代や個人年収による差異はあまり大きくないが、株式の保有時価総額

が多いほど「延長すべき」が高率であることがわかる。 

●また、インターネット取引を利用している投資家の 82.6％が優遇措置を求めており、イ 

ンターネット取引を利用していない投資家の 68.5％に比べると高い。 

 

図表 23 優遇措置に対する延長希望-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

47.3

52.2

46.5

40.4

49.1

51.6

48.0

47.4

23.8

23.3

24.4

21.1

23.0

23.3

20.6

7.5

7.5

7.4

6.3

3.1

8.8

6.2

10.0

8.8

9.9

5.7

10.0

10.3

14.0

42.0

延長すべき

26.0

何らかの

措置は必要

32.9

延長の必要なく

２０％とすべき
どちらでもよい

9.9

9.8

9.7

12.6

12.4

わからない

8.7

10.6

6.6

15.1

8.7

10.6

8.7

11.0

無回答

0.9

0.7

1.1

0.0

0.6

0.6

1.3

1.8

0.0
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図表 24 優遇措置に対する延長希望-年収･時価総額･取引状況別 

 

 

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

47.3

44.0

47.0

50.0

40.1

49.6

58.3

68.2

62.2

43.8

23.8

21.5

24.4

24.1

21.8

24.7

7.5

7.4

7.2

11.0

5.8

5.7

7.8

6.4

2.6

5.2

7.8

9.8

10.9

9.3

9.0

9.6

17.2

10.3

7.1

5.3

6.5

10.8

10.6

14.5

7.2

5.0

5.8

10.2

6.0

4.6

4.3

12.1

延長すべき

51.6

17.9

20.4

26.8

28.8

何らかの

措置は必要

27.0

延長の必要なく

２０％とすべき
どちらでもよい

7.3

わからない

0.4

1.3

1.3

0.8

0.0

0.9

0.0

1.0

0.2

1.7

0.9

無回答
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４． 金融所得の一体課税について 

（１） 損益通算の対象範囲拡大に対する意識 

●全体では、損益通算に関しては、「株式や投資信託以外にも必要」が 37.1％で、「範囲

の拡大は必要ない」の 22.6％を上回っている。ただし、「わからない」も 37.3％あり、

関心の低い層も少なからずいる。 

●属性別にみると、個人年収、株式保有時価総額ともに高額であるほど、範囲の拡大が必要

と感じている人が多いことがわかる。 

図表 25 損益通算の対象範囲拡大に対する意識-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

37.1

40.7

34.6

39.8

32.7

22.6

17.4

21.5

23.0

26.7

20.6

37.3

37.8

40.4

33.5

38.7

37.9

3.5

3.7

4.037.5

39.1

40.2

33.2

株式や投資信託

以外にも必要

27.3

24.2

21.3

範囲の拡大は

必要ない

29.7

45.6

34.2

わからない

2.0

2.5

3.0

2.3
3.8

0.8

無回答
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図表 26 損益通算の対象範囲拡大に対する意識-年収･時価総額･取引状況別 

 

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

37.1

33.4

31.8

37.5

41.4

42.2

36.3

22.6

24.7

21.7

23.3

25.6

25.2

30.0

20.7

37.3

30.0

42.7

36.2

30.1

19.9

25.7

39.9

3.8

3.0

52.3

53.8

41.0

39.4

株式や投資信託

以外にも必要

19.1

32.7

27.0

範囲の拡大は

必要ない

44.5

32.8

11.5

わからない

2.6

2.2

3.0

3.0

1.9

3.0

3.0

3.2

2.0

無回答
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（２） 損益通算が必要と感じる金融商品 

●「株式の配当金や株式投資信託の分配金」が 70.3％と最も高く、「国債、社債の利子や

取引損益」の 48.0％が続いている。 

図表 27 損益通算が必要と感じる金融商品-性・年代別(損益通算拡大意向層、複数回答) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式の配当金や

株式投資信託

の分配金

国債、社債利子や

取引から生じる損

益

公社債投資信託

取引等から

生じる損益

先物等デリバティ

ブ

取引の損益

預貯金の利子 その他 わからない 無回答

全　　体 (n=408)

男性 (n=234)

女性 (n=174)

２０～３０代 (n=51)

４０代 (n=63)

５０代 (n=79)

６０～６４歳 (n=64)

６５～６９歳 (n=49)

７０歳以上 (n=102)

性

別

年
代

別

70.3

69.7

71.3

64.7

66.7

73.4

76.6

71.4

68.6

48.0

49.1

46.6

43.1

54.0

49.4

42.2

63.3

42.2

38.5

38.0

39.1

25.5

42.9

45.6

37.5

40.8

36.3

39.2

33.3

9.8

10.2

14.1

21.5

18.4

21.4

20.1 25.7

28.6

27.5

36.5

25.0

24.5

22.4

20.3

21.8

1.5

2.1

0.6

2.0

3.2

1.3

1.6

0.0

1.0

2.0

1.7

2.3

0.0

4.8

2.5

3.1

2.0

0.0 16.7

4.1

9.4

11.4

6.3

3.9

9.2

10.3

9.8
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図表 28 損益通算が必要と感じる金融商品-年収･時価総額･取引状況別(損益通算拡大意向層、複数

回答) 

 

 

 

 

 

株式の配当金や

株式投資信託

の分配金

国債、社債利子や

取引から生じる損

益

公社債投資信託

取引等から

生じる損益

先物等デリバティ

ブ

取引の損益

預貯金の利子 その他 わからない 無回答

全　　体 (n=408)

３００万円未満 (n=157)

～７００万円未満 (n=174)

～１０００万円未満 (n=41)

１０００万円以上 (n=28)

１００万円未満 (n=50)

～３００万円未満 (n=87)

～１０００万円未満 (n=110)

１０００万円以上 (n=79)

ネット取引あり (n=97)

ネット取引なし (n=310)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

70.3

67.5

71.3

75.6

75.0

76.0

66.7

70.0

79.7

70.1

70.3

48.0

49.7

45.4

46.3

60.7

54.0

47.1

40.0

48.1

43.3

49.7

38.5

42.7

36.2

29.3

50.0

32.0

37.9

30.0

46.8

35.1

39.7

24.4

32.1

15.8

34.0

22.8

19.1

18.4

24.0

19.5

17.8

20.1 25.7

27.4

29.3

28.6

31.0

26.6

20.6

27.4

19.1

26.0

23.0

1.5

0.6

1.7

2.4

3.6

0.0

2.3

1.8

2.5

1.0

1.6

2.0

1.9

1.7

0.0

3.6

0.0

2.3

1.8

1.3

1.0

2.3 10.6

7.2

8.9

14.5

6.9

6.0

10.7

9.8

10.3

8.9

9.8
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（３） 損益通算時に確定申告が必要な場合の対応 

●全体では、確定申告が必要となった場合、「確定申告を行う」のは 45.3％であった。一

方、「通算できる金額が大きければ行う」、「事務負担が小さければ行う」の条件付や「確

定申告は行わない」、「わからない」といった確定申告に消極的な傾向がある層は、54.3％

であった。 

●属性別にみると、女性や個人年収、株式保有時価総額の低い層を中心に「通算できる金額

が大きければ行う」、「事務負担が小さければ行う」が高くなっている。 

 

図表 29 損益通算時に確定申告が必要な場合の対応-性・年代別(損益通算拡大意向層) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=408)

男性 (n=234)

女性 (n=174)

２０～３０代 (n=51)

４０代 (n=63)

５０代 (n=79)

６０～６４歳 (n=64)

６５～６９歳 (n=49)

７０歳以上 (n=102)

性

別

年

代

別

45.3

53.0

45.1

39.7

32.9

60.9

36.7

52.9

19.9

19.2

20.7

24.1

12.5

22.4

14.7

29.7

23.9

37.4

29.4

33.3

35.4

25.0

32.7

24.5

3.4

3.8

6.1

5.9

3.8

35.1

確定申告を行う

25.5

通算できる金額が

大きければ行う

23.8

事務負担が

小さければ行う

確定申告は

行わない

1.6

3.2

3.0

0.0

0.0

わからない

0.0

1.5

0.4

2.9

0.0

1.6

2.0

1.0

無回答

0.5

0.4

0.6

0.0

1.6

0.0

0.0

1.0

0.0
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図表 30 損益通算時に確定申告が必要な場合の対応-年収･時価総額･取引状況別(損益通算拡大意 

向層) 

 

 
全　　体 (n=408)

３００万円未満 (n=157)

～７００万円未満 (n=174)

～１０００万円未満 (n=41)

１０００万円以上 (n=28)

１００万円未満 (n=50)

～３００万円未満 (n=87)

～１０００万円未満 (n=110)

１０００万円以上 (n=79)

ネット取引あり (n=97)

ネット取引なし (n=310)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

45.3

40.1

46.3

53.6

36.0

42.5

43.6

59.5

46.4

44.8

19.9

21.0

16.1

30.0

19.5

17.3

15.2

21.6

19.4

29.7

30.6

29.9

24.4

25.0

28.0

33.3

33.6

22.8

29.9

29.7

2.949.4

確定申告を行う

29.3

通算できる金額が

大きければ行う

21.4

事務負担が

小さければ行う

1.3

3.6

0.0

4.0

確定申告は

行わない

2.3

3.2

5.1

0.0

0.0

4.2

2.0

わからない

2.3

1.5

2.5

1.1

0.0

0.0

0.0

1.3

1.0

1.6

無回答

0.5

0.6

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

1.0

0.0

1.8
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（４） 損失の繰越控除期間の延長希望 

●繰越控除の期間に対しては、「現状の３年でよい」が 33.8％と最も高い。しかし、「５

年程度に延長すべき」「７年程度に延長すべき」「無期限とすべき」を合わせると、43.3％

が繰越控除期間を延長すべきであると考えている。 

●属性別にみると、株式保有時価総額が高い層に繰越控除期間の延長派が多い。 

 

図表 31 損失の繰越控除の延長希望-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

33.8

34.4

24.4

35.4

31.6

37.3

37.3

34.9

16.3

19.1

13.2

17.1

15.5

18.0

17.3

20.2

21.0

19.3

20.5

24.2

22.4

19.3

17.3

18.0

6.1

4.8

8.0

6.6

23.7

33.0

現状の３年でよい

19.7

５年程度に

延長すべき

9.9

７年程度に

延長すべき
無期限とすべき

8.1

6.8

7.5

8.7

6.2

わからない

19.9

22.5

17.4

28.1

26.0

23.6

18.7

22.8

無回答

0.5

0.5

0.4

0.8

0.6

0.0

0.4

0.4

0.7
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図表 32 損失の繰越控除の延長希望-年収･時価総額･取引状況別 

 

 

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

33.8

30.9

28.0

42.3

36.3

35.3

35.7

25.8

30.9

34.8

16.3

16.0

17.2

16.6

15.1

19.5

21.9

20.4

15.3

20.2

20.2

18.1

23.0

32.7

13.4

25.0

18.8

29.8

22.6

19.4

7.9

8.3

7.5

10.6

9.6

24.8

37.3

現状の３年でよい

16.0

５年程度に

延長すべき

17.3

７年程度に

延長すべき
無期限とすべき

3.9

6.8

6.4

7.0

3.8

5.9

わからない

20.3

22.5

26.4

19.0

25.0

3.8

18.4

11.3

16.1

24.1

無回答

0.5

0.2

0.5

1.0

0.0

0.4

0.6

0.5

0.4

0.7

0.0
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（５） 金融番号（納税者番号）制度の導入に関する意識 

●全体では、金融番号制度を「導入すべき」と回答したのは 32.8％で、「導入すべきでな

い」の 23.7％を上回っている。また、「導入すべきでない」、「わからない」と回答し

た人をあわせると、66.6％となっており、どちらかと言えば導入に消極的な評価が多い。 

●属性別にみると、男性、個人年収の高い層の導入意向が高いことがわかる。しかし、個人

年収 1,000 万円以上の層に限ってみると、「導入すべきではない」も高く、評価が二分し

ている。 

 

図表 33 金融番号制度の導入に対する意識-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

32.8

40.3

32.5

33.5

28.0

23.7

21.9

20.6

28.0

30.0

23.9

42.9

46.5

46.1

38.5

41.3

41.533.8

33.5

35.4

24.6

導入すべき

25.2

22.4

17.3

導入すべきでない

33.7

52.9

43.5

わからない

0.0

0.7

0.9

0.7

0.6

0.6

0.7

0.6

0.8

無回答
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図表 34 金融番号制度の導入に対する意識-年収･時価総額･取引状況別 

 

 

全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

32.8

27.0

29.3

33.6

33.1

37.8

31.3

23.7

23.5

22.3

25.4

23.7

30.5

23.5

24.0

42.9

33.0

47.1

40.5

43.2

27.8

38.3

44.0

40.4

46.2

45.0

36.4

導入すべき

23.4

34.6

20.0

導入すべきでない

49.1

39.6

19.2

わからない

0.4

0.4

1.3

1.3

0.7

0.0

0.0

0.6

0.4

0.5

2.0

無回答
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５． 特定口座制度について 

 

（１） 特定口座制度の認知 

●「知っている」が 57.8％で、「見聞きしたことはある」（14.3％）を合わせると認知層

は 72.1％となる。 

●属性別にみると、男性、個人年収・株式保有時価総額の高い層、インターネット取引を利

用している投資家の認知層が高い。一方、インターネット取引を利用していない投資家に

ついては、利用している投資家に比べ、認知率が低い。 

 

図表 35 特定口座制度の認知-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

57.8

64.2

55.7

57.8

61.3

14.3

16.8

16.2

18.0

10.7

9.9

26.4

26.0

26.3

21.7

26.7

29.8

知っている

50.8

54.3

58.4

58.8

見聞きしたことはある

18.9

14.9

12.0

知らない

25.5

31.5

21.7

無回答

0.8

1.0

2.1

1.5

1.2

1.3

1.8

1.5

2.5
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図表 36 特定口座制度の認知-年収･時価総額･取引状況別 

 

 

 全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

57.8

52.3

50.3

62.1

68.4

84.3

51.3

14.3

14.3

15.9

14.2

15.4

6.0

7.4

16.3

26.4

32.0

33.1

21.6

14.3

6.6

7.4

30.8

知っている

62.4

58.0

71.2

86.1

見聞きしたことはある

9.0

9.6

16.2

知らない

13.5

21.3

30.9

無回答

1.0

2.0

0.6

1.5

5.8

1.9

1.6

0.6

1.3

0.9

2.2
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（２） 特定口座の開設状況 

●特定口座を「開設している」のは特定口座認知者の 70.8％であった。 

●属性別に見ると個人年収、株式保有時価総額が高い層ほど「開設している」割合が高い。

また、ネット取引あり層はなし層に比べ開設率が高い。 

●口座の内訳をみると、源泉徴収ありの方は、約８割が開設しているのに対し、源泉徴収な

しについては、２割程度となっている。 

図表 37 特定口座開設有無-性・年代別（特定口座認知者）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=792)

男性 (n=438)

女性 (n=354)

２０～３０代 (n=93)

４０代 (n=118)

５０代 (n=164)

６０～６４歳 (n=122)

６５～６９歳 (n=108)

７０歳以上 (n=187)

性

別

年

代

別

70.8

71.9

74.4

68.9

62.0

27.4

28.0

25.0

28.7

35.2

25.171.7

76.3

68.8

69.5

開設している

26.9

22.9

31.2

開設していない

3.2

1.1

2.5

0.8

無回答

1.8

0.0

0.6

2.5

2.8
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図表 38 特定口座開設有無-年収･時価総額･取引状況別（特定口座認知者）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=792)

３００万円未満 (n=322)

～７００万円未満 (n=339)

～１０００万円未満 (n=67)

１０００万円以上 (n=42)

１００万円未満 (n=104)

～３００万円未満 (n=177)

～１０００万円未満 (n=223)

１０００万円以上 (n=139)

ネット取引あり (n=211)

ネット取引なし (n=577)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

70.8

70.5

70.2

70.6

74.4

85.8

65.7

27.4

28.9

29.8

27.1

23.8

12.2

13.3

32.2

87.1

78.6

73.1

69.9

開設している

26.4

21.4

26.9

開設していない

2.1

0.9

0.7

3.1

1.2

0.0

無回答

1.8

0.0

0.0

2.3

1.8
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図表 39 源泉徴収ありの特定口座数-性・年代別（特定口座開設者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 40 源泉徴収ありの特定口座数-年収･時価総額･取引状況別（特定口座開設者） 

  

全　　体 (n=561)

男性 (n=315)

女性 (n=246)

２０～３０代 (n=64)

４０代 (n=90)

５０代 (n=122)

６０～６４歳 (n=84)

６５～６９歳 (n=67)

７０歳以上 (n=134)

性

別

年

代

別

55.3

56.2

46.9

60.0

62.3

52.4

55.2

51.5

16.2

16.2

16.3

16.4

20.2

10.4

13.4

6.2

6.0

6.5

12.5

5.6

4.1

7.1

6.7

11.5

１口座

54.1

13.3

２口座

26.6

3.0

３～５口座

3.0

3.0

0.0

0.0

1.9

1.4

1.2

６口座以上

0.8

0.8

11.2

16.4

15.6

14.1

11.8

14.9

13.5

15.5

１つも開設

していない

11.9

14.2

4.9

3.6

5.6

0.0

10.6

4.8

7.3

無回答

全　　体 (n=561)

３００万円未満 (n=227)

～７００万円未満 (n=237)

～１０００万円未満 (n=49)

１０００万円以上 (n=33)

１００万円未満 (n=73)

～３００万円未満 (n=125)

～１０００万円未満 (n=166)

１０００万円以上 (n=121)

ネット取引あり (n=181)

ネット取引なし (n=379)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

55.3

54.6

51.0

60.6

58.9

63.2

54.8

46.3

44.8

60.2

16.2

14.5

16.9

17.8

13.6

18.7

14.0

22.7

13.2

6.2

5.7

6.8

6.1

9.1

3.2

13.2

8.8

5.0

15.1

１口座

55.3

24.2

２口座

18.4

4.1

4.2

３～５口座

1.7

5.0

0.6

1.3

0.0

2.0

0.9

1.4

0.0

６口座以上

2.1

0.0

11.3

18.2

13.2

12.7

6.1

20.4

11.8

15.4

13.5

16.8

１つも開設

していない

9.0

8.3

3.9

9.0

4.1

3.2

0.0

2.0

7.2

8.8

7.3

無回答
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図表 41 源泉徴収なしの特定口座数-性・年代別（特定口座開設者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 42 源泉徴収なしの特定口座数-年収･時価総額･取引状況別（特定口座開設者） 

 

全　　体 (n=561)

男性 (n=315)

女性 (n=246)

２０～３０代 (n=64)

４０代 (n=90)

５０代 (n=122)

６０～６４歳 (n=84)

６５～６９歳 (n=67)

７０歳以上 (n=134)

性

別

年

代

別

12.7

12.7

18.8

14.4

10.7

17.9

11.9

7.5 5.2

82.0

１口座

12.6

3.0

3.6

0.0

2.0

2.5

2.3

1.1

２口座

0.0

0.7

0.0

1.6

2.2

0.0

0.4

1.6

1.1

1.5

３～５口座

0.0

0.0

0.0

0.0

0.3

0.2

0.0

６口座以上

0.0

0.8

72.4

71.6

76.7

81.3

74.4

78.1

76.5

75.0

１つも開設

していない

11.9

14.2

4.9

3.6

5.6

0.0

10.6

4.8

7.3

無回答

全　　体 (n=561)

３００万円未満 (n=227)

～７００万円未満 (n=237)

～１０００万円未満 (n=49)

１０００万円以上 (n=33)

１００万円未満 (n=73)

～３００万円未満 (n=125)

～１０００万円未満 (n=166)

１０００万円以上 (n=121)

ネット取引あり (n=181)

ネット取引なし (n=379)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

12.7

15.9

20.4

6.1

13.7

16.0

10.2

11.6

16.6

10.8

79.5

１口座

9.3

2.5

3.0

2.4

2.4

2.2

1.4

3.4

1.8

2.3

3.0

２口座

0.0

0.5

2.2

2.5

0.8

1.4

0.0

4.1

1.3

0.4

1.1

0.6

３～５口座

0.6

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.2

0.0

６口座以上

0.4

0.0

77.3

74.6

75.2

76.5

90.9

73.5

78.5

73.1

76.5

77.6

１つも開設

していない

9.0

8.3

3.9

9.0

4.1

3.2

0.0

2.0

7.2

8.8

7.3

無回答
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（３） 特定口座の対象となる取引・所得の拡大に対する希望 

●全体では、「拡大は必要」が 34.1％で、「拡大は必要ない」の 20.7％を上回っている。

ただし、「わからない」が 43.9％と最も高い。 

●属性別にみると、若年層、個人年収、株式保有時価総額が多い層ほど、「拡大は必要」が

高く、関心の高いことがうかがえる。 

●インターネット取引を利用している投資家はインターネット取引を利用していない投資

家に比べ「拡大は必要」との回答率が高い。 

 

図表 43 特定口座の対象となる取引・所得の拡大に対する希望-性・年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

34.1

37.4

35.1

34.2

26.7

20.7

16.6

15.8

22.4

26.7

22.8

43.9

30.7

48.7

43.5

44.0

48.5

拡大は必要

30.5

49.6

39.1

27.2

拡大は必要ない

18.1

19.3

24.5

わからない

40.4

52.3

36.3

無回答

1.6

0.6

1.7

1.2

1.2

2.7

0.4

1.5

0.0



 

 52

 

図表 44 特定口座の対象となる取引・所得の拡大に対する希望-年収･時価総額･取引状況別 

 

 

 全　　体 (n=1099)

３００万円未満 (n=470)

～７００万円未満 (n=442)

～１０００万円未満 (n=100)

１０００万円以上 (n=52)

１００万円未満 (n=157)

～３００万円未満 (n=232)

～１０００万円未満 (n=266)

１０００万円以上 (n=151)

ネット取引あり (n=230)

ネット取引なし (n=854)

個

人

年

収

時

価

総

額

ネ

ッ

ト

取

引

状

況

34.1

30.2

34.4

34.1

36.8

47.0

30.8

20.7

23.5

20.4

18.5

25.6

19.9

20.0

21.0

43.9

39.0

43.3

46.6

36.5

36.4

32.6

46.8

拡大は必要

36.2

39.0

53.8

42.4

拡大は必要ない

19.0

25.0

17.0

わからない

19.2

39.1

52.1

無回答

3.0

1.1

0.6

1.2

1.9

1.1

1.4

1.9

1.3

0.4

0.9
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６． 調査対象者の属性 

 

（１） 性・年代 

 

図表 45 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 46 年代 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

年

代

別

52.3

48.0

60.7

54.8

47.7

52.2

39.3

45.2

54.0

48.2

47.8

男性

52.0

46.0

51.8

女性

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

性

別

8.8

7.7

10.1

14.6

13.4

16.0

20.7

19.1

22.5

14.6

15.1

13.6

15.8

11.3

2.7

3.0

20～29歳

2.5

30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳

14.1

65～69歳

23.5

25.9

24.7

70歳以上
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（２） 職業 

 

図表 47 職業 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

7.6

13.7

14.3

5.6

10.4

8.5

12.4

29.9

20.5

14.9

7.6

11.5

24.4

9.9

8.8

6.2

3.9

8.9

6.8

11.3

8.7

13.7

10.5

7.5

4.7

8.1

1.5

5.3

6.2

7.9

9.3

4.7

8.7

5.6

2.1

卸・小売・

サービス業主

1.9

3.9

6.8

0.8

0.0

1.3

4.5

2.7

3.9

製造・修理・

加工業主

2.2

2.0

3.1

3.1

1.2

1.0

2.3

自由業

3.5

1.6

2.9

4.0

14.5

管理職

1.0

3.9

事務系

勤め人

3.7

1.3

0.4

技術系

勤め人

3.3

3.2

0.4 0.0

1.3

3.1

3.1

0.8

労務系系

勤め人

1.0

3.0

2.0

1.3

1.2

0.6

2.6

1.6

農林・漁業

4.0

1.9

0.0

1.5

14.3

3.9

25.7

無職

55.5

44.7

31.7

36.0

0.8

1.9

専業主婦

25.0

28.0

29.2

26.8

18.0

18.9

51.7

24.7

0.0

学生

0.3

0.5

0.0

2.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

その他 無回答

0.7

0.7

0.8

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

2.6
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（３） 自身の年収 

 

図表 48 自身の年収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

42.8

16.0

38.6

39.8

41.7

46.0

48.7

42.3

28.8

40.7

15.6

19.3

13.2

33.5

32.7

42.3

11.5

18.3

4.0

15.0

16.8

15.4

8.7

10.7

5.5

9.1

15.5

11.8

15.5

15.8

6.2

4.0

5.3

4.7

5.0

4.4

5.3

300万円未満

72.1

300～500

万円未満

29.1

500～700

万円未満

2.9

2.1

700～1000

万円未満

1.8

0.7

0.0

3.1

3.7

2.2

1000～1200

万円未満

0.8

0.6

1.1

0.7

2.5

2.5

1.6

0.2

1200万円

以上

4.0

2.7

3.1

4.4

0.6

3.1

1.2

3.2

無回答
平均値

万円

396.3

538.0

234.1

407.3

473.4

479.6

352.6

326.7

339.5
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（４） 世帯人数 

 

図表 49 世帯人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

7.7

4.7

7.9

7.5

4.3

6.0

14.7

40.5

42.4

38.4

8.1

23.2

52.8

62.7

64.7

18.8

18.3

19.5

18.9

18.0

28.9

21.7

16.0

10.7

18.7

17.9

37.0

35.4

28.1

14.9

6.0

9.2

7.8

11.2

7.03.1

１人

11.1

２人

18.9

３人

1.8

19.7

４人

1.8

2.0

3.7

19.9

8.0

7.4

５人

11.0

6.7

3.3

6.7

1.9

5.8

6.3

3.6

６人以上

1.1

2.9

0.7

0.6

0.4

0.0

0.0

0.9

1.0

無回答
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（５） 世帯年収 

 

図表 50 世帯年収 

 

 

 

 

 

 

平均値

万円

全　　体 (n=1099) 689.4

男性 (n=575) 685.5

女性 (n=524) 694.0

２０～３０代 (n=127) 732.8

４０代 (n=161) 857.1

５０代 (n=228) 865.4

６０～６４歳 (n=161) 602.6

６５～６９歳 (n=150) 563.3

７０歳以上 (n=272) 521.3

性

別

年

代

別

8.7

7.9

4.3

6.4

13.1

12.1

12.5

28.3

31.1

25.0

8.7

10.5

31.4

47.1

49.6

19.6

18.8

20.7

29.1

22.8

17.3

24.8

10.0

17.4

21.7

20.4

26.5

32.9

25.9

16.3

20.0

18.2

10.7

14.1

20.9

2.0

300万円未満

9.6

300～500

万円未満

19.7

500～700

万円未満

12.5

23.3

700～1000

万円未満

4.5

5.0

7.8

18.8

10.3

10.8

1000～1200

万円未満

9.4

11.3

3.1

5.0

5.9

10.2

10.3

9.6

1200万円

以上

0.7

0.4

0.7

0.7

0.9

0.7

0.9

0.7

0.7

無回答
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（６） 世帯主と回答者の続柄 
 

図表 51 世帯主との続柄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

56.2

92.2

37.8

47.8

50.4

60.2

66.7

66.5

35.0

72.7

42.9

41.2

36.6

30.7

27.9

6.0

6.1

5.9

27.6

9.3

5.7

16.8

世帯主本人

32.3

世帯主の

配偶者

0.7

世帯主の子

1.9

0.0

0.0

0.0

世帯主の孫

0.2

0.0

0.2

0.2

1.6

0.0

0.0

0.0

2.5

0.0

世帯主の親

1.2

0.0

0.0

1.2

1.3

2.6

0.9

その他

1.1

0.8

0.5

0.0

1.3

0.0

0.0

0.0

1.3

無回答

0.8

0.9

0.0

0.0

0.4

0.0

0.0

2.9

0.8
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（７） インターネットの利用状況 

図表 52 インターネットの利用状況(複数回答) 

 

 

 

パソコン経由 携帯電話経由
利用したいが

まだ利用せず

利用してないし

今後もない
無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

55.2

58.6

51.5

92.1

90.7

68.9

46.6

43.3

17.3

52.0

32.9

4.0

8.0

5.6

17.5

18.7

16.2

17.4

24.8

27.3

21.0

16.7

4.3

3.1

16.6

17.4

17.0 24.1

27.1

1.6

26.7

26.0

55.9

10.1

3.7

21.4

1.3

1.4

1.1

0.8

0.6

0.4

0.0

0.7

3.7
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（８） 株式や投資信託に投資した経験のある知人の有無 

 

図表 53 株式や投資信託に投資した経験のある知人の有無(複数回答) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                         

 

 

 

 

 

家族 親戚や友人
会社の同僚や

知人

投資経験の

ある人はいない
無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年

代

別

44.9

37.2

53.4

58.3

52.2

50.9

42.2

41.3

33.1

62.4

60.2

64.9

60.6

54.7

57.9

64.0

76.0

63.2

34.5

44.3

23.7

54.3

47.8

41.7

32.9

23.3

18.4 12.1

7.8

8.2

8.6

9.4

5.6

5.3

9.3

6.0

1.4

1.4

1.3

0.0

1.2

0.4

0.6

2.0

2.9
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（９） 購読している新聞 

 

図表 54 購読新聞（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

朝日新聞 読売新聞 毎日新聞 産経新聞 日本経済新聞 東京新聞 中日新聞

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

性

別

年
代

別

30.5

33.0

27.7

31.1

32.0

26.7

30.0

34.9

22.8

24.7

24.3

25.0

23.6

22.4

25.4

27.3

29.3

21.7 10.3

6.7

6.8

6.6

9.3

6.3

7.1

8.7

7.9

7.4

5.3

4.3

4.4

5.0

6.3

5.2

5.9

5.6 27.2

32.9

21.0

30.7

31.1

35.5

28.0

19.1

21.3

1.0

1.0

1.0

0.8

0.6

0.4

1.2

0.7

1.8 8.1

11.3

11.8

12.3

13.7

11.8

11.3

11.1

11.2

北海道新聞 西日本新聞 その他の地方紙 日経金融新聞 スポーツ新聞 夕刊専門紙
サンケイリビング

等のリビング紙
無回答

全　　体 (n=1099)

男性 (n=575)

女性 (n=524)

２０～３０代 (n=127)

４０代 (n=161)

５０代 (n=228)

６０～６４歳 (n=161)

６５～６９歳 (n=150)

７０歳以上 (n=272)

年

代

別

性
別

1.8

1.9

1.7

0.8

1.2

1.3

1.9

0.7

3.7

1.2

0.9

1.5

1.6

0.6

0.9

1.2

1.3

1.5

23.7

25.2

22.1

22.0

26.0

28.3

23.0

21.1

19.9

1.6

1.4

1.9

1.9

1.3

0.0

2.0

0.7

5.5

6.3

12.7

4.3

7.0

3.7

7.1

5.0

8.3

6.7 0.8

0.9

0.8

0.0

0.0

0.0

1.9

1.3

1.5

2.5

1.1

6.0

5.7

5.6

10.2

7.1

2.4

4.6 2.0

1.2

1.9

0.9

0.6

0.0

3.3

5.5

2.9
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